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:2025年 3月 10日 (月 )18:00～20:00
:リ モー ト会議 参加者 :(12名 )

◎事務局連絡

特になし

◎研究発表

テーマ :ESGが今、直面している諸問題
発 表 :佐久間健 部会員
要 旨 :ESGを巡り、企業や運用会社による手抜きや見せかけといったいわゆる「ウオッシュ」が

散見される。さらにトランプ再登板で二極分化が加速している。本稿ではESGを巡る諸問
題を概観する。

・ 約20年前に国連がESGを掲げてから企業は様々なESGの取り組みをしてきたが、実質的には
体裁を整えるのみの装飾企業が多い。原因は、時勢で変化する着ロテーマを追うことの限界や

IS014000、 IS026000か らESGに至るまで様々な枠組みに対応する人財不足にある。

・ ESG問 題化の対策として、日本より先行する米国やEUでは金融商品の情報開示や区分けが
行われている。米国証券取引委員会 (SEC)や連邦取引委員会 (FTC)な どの規制当局は環境
マーケティングに対する規制を強化している。日本の金融庁も2021年末から実態調査に乗り出

し、2023年「金融商品取引業者等向けの総合的な監督指針」一部改定では、ESG投信に該当
しない商品の、ESG関連要項を用いたアピールを禁止した。

・ 行政、消費者、株主らの反発によりESGが企業にマイナスの影響を与え始めた。米国ではこ
こ数年ESGを巡り政治的圧力や訴訟リスクが顕在化している。ESGの実態が伴わないグリー
ンウォッシュ企業だとされ、消費者から集団訴訟を起こされるケースが相次いでいる。従来標

的とされた宣伝表記に対する批判のみならず、広範囲なサステナビリティ表記や長期目標に対

する訴訟が増加傾向にある。また、行政との対立事例として、米フロリダ州の通称「don't say

gay」 法案にディズニー社CEOが反対したことで州との関係が悪化し、同社の優遇税制を含む
特区制度が廃止された。結局2025年 2月 同社は「脱DEI」 宣言をするに至った。

・ 保守的政治家だけでなく、保守的消費者もESGの促進には大きなマイナスであり、営業活動に
も大きな影響を与えており、ESGは二極分化になっている。 トランプ大統領再登板がそれを一
気に加速させた。

・ 昨今、特にグローバル企業においてESGの文字を意識的に避ける動きがみられる。多くのC
EOが持続可能性の目標は引き続き順守すると強調するも、反発等を避けようと公けにはESG
ワードを控えるとともに情報開示に関しても綿密に検討するようになった。大手金融機関も

ESGからの退潮傾向にある。



その流れに反し、ESGに取り組み続ける姿勢を表明している団体や企業も数ある。例として、
米国約3000社の有志グループ、ブルームバーグ、アップルだ。EUも ESGを協力に推進す
る。日本企業では役員報酬をESG指針に連動させる動きが広がっている。
最後に、ESGを掲げる企業が責任を全うするためには、成果の説明責任を果たすことが欠かせ

ない。そのためには人権等課題の十分な精査や規制等ナレッジの蓄積をベースにした適切な経

営が求められる。

本日の研究会参加者に上記の現状をどのように考えるか、ESG関連表現はいかに行われるベ
きか、日本企業の基本的戦略はどうなるか、などについて意見を求める。

Ω艶茎≧整ヒ菫昼底望塑墨生

・ これまでもESGに関する倫理的課題があったが、その難題をいかに解決するか議論を重ね推進
してきた。しかしトランプ再登板でこれらを全否定する流れができた現状に驚いている。企業

の行動指針を研究している部会にとっても根源的な問題を突きつけられている。

・  「ESG」 は少なくても日本では「ESG投資」から始まったというイメージだ。自分の経験上、
企業がESGに取り組むとビジネスになる、というレベルには至っていない。一般的に企業はダ
イバーシテイ面では前進があるが、環境問題については難航模様だ。しかし、上場企業は対外

的にESGを謳わざるを得ないため、ある意味ウォッシュ的な側面があることは否めない。企業
は理念だけでは動き|こ くい。新たなコンサルテイングビジネスが出て来たりと行き過ぎ感があ

る。EUに排出量取引でお金を持っていかれるのもどうかと思う。
・ 本気できちんとやらないと装飾企業になってしまう。経営者の戦略が重要だ。一方で、例えば
性的マイノリティの根本的な問題は人間の尊厳の話しだが、「LGBT」 表記が最近「LGBTQ
+」 となるなど枝分かれが過ぎるのは本質ではないと感じる。

・  トランプ再登板で社会の価値観ががらりと変わって驚いた。企業は株主の利益基準で動く。米
ではトランプを英雄と考える人が多い。歴史を顧みれば英雄とは偉大な功績の一方でとんでも

ない非道をしているものだ。

・ 1/4ぐ らい企業はCSRを隠れ蓑に商売をしていたとされ問題がなかったことはない。 トランプ
が再登板し時勢が変わろうと、温暖化が進めば酷いことになる。他人事ではなく自分軸で根本

的問題としてESG思想があれば自ずと答えが出てくる。
・ 移民の集合体である米国の民意が徐々に良識ある方向に変わっていくことを期待したい。日本
では2000万人以上の非正規社員の報酬体制も社会的課題だと思う。非正規社員の処遇も考え

るべきだ。
° SDGsで は「誰一人取り残さない」が掲げられているにもかかわらず、昨今の米国での解雇の
動きや途上国への援助切りの動きがある。

・ 実務を通じ企業にESG逆風が吹き始めていることを実感する。従来積極的姿勢だった企業も検
討を余儀なくされている。ヨーロッパの選挙結果をみてもドイツも排他的右翼志向が増えてい

る。

・ 一方カナダでは、 トルード首相の後任としてカーニー氏が圧勝で選ばれた。反動のはじまりに
なることを期待したい。

以上


